
令和７年11月定例会

予算決算委員会資料

（ 福 祉 保 健 部 ）



あ 



予算決算委員会資料

令和７年１２月２２日

福 祉 総 務 課

福祉灯油購入費助成事業について

１ 事業内容

エネルギー価格等の物価高騰に伴う生活支援策として、経済的に困窮する世帯

（市県民税非課税世帯）に対し、冬期間における燃料費等の一部を助成する。

２ 対象世帯（見込み42,000世帯）

令和７年12月１日現在（基準日）において市内に住所を有し、かつ、令和７年

度の市県民税非課税世帯

３ 助成金額

１世帯当たり6,100円を申請者（世帯主）の金融機関口座に振り込む。

４ 給付スケジュール

(1) 口座情報を把握している世帯

ア 確認書送付 令和８年３月上旬

イ 振込予定日 令和８年３月下旬

(2) 口座情報を把握していない世帯

ア 申請書送付 令和８年３月上旬

イ 振込開始 申請書の受領から３週間程度での振り込み

初回は令和８年３月下旬を予定

ウ 申請期限 令和８年３月27日（金）

５ 予算額（326,173千円）

（内訳）扶助費 256,200千円（6,100円×42,000世帯）

事務費 69,973千円

〔主な内訳〕事務・コールセンター業務委託料 41,875千円

通信運搬費 15,062千円

口座振替手数料 6,380千円

会計年度任用職員等人件費 5,381千円

※年度内の事業完了が困難であることから繰越明許費を設定する。

６ 財源

灯油購入費緊急助成事業費補助金（県） 140,910千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 185,263千円
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予算決算委員会資料

令和７年１２月２２日

障 が い 福 祉 課

長 寿 福 祉 課

介 護 保 険 課

障害者支援施設等物価高騰対策事業等について

１ 事業内容

物価高騰支援策として、障害者支援施設等や老人福祉施設に対し、施設の負

担軽減を図るため、光熱水費等および食材料費の高騰分の一部を補助する。

２ 対象施設

市から指定等を受けており、かつ、市内に住所がある以下の施設等

区分 光熱水費等補助 食材料費補助

障害者支援施設等 243事業所 214事業所

老人福祉施設

介護保険施設等 581事業所 307事業所

軽費老人ホーム ９か所 ９か所

・光熱水費等補助の対象施設は、入所、通所、訪問、相談事業所

・光熱水費等補助の対象経費には、光熱水費のほか、車両燃料費や業務委託

費（清掃等）も含まれる。

・食材料費補助の対象施設は、入所、通所事業所のみ。

・介護保険施設等には、入所と通所の機能を合わせ持つ複合事業所も含まれ

る。

３ 補助基準額

区分 光熱水費等補助 食材料費補助

入所（定員１名当たり） 13,400円
（３食提供）10,100円

（２食提供） 6,700円

通所（定員１名当たり） 9,300円 （１食提供） 3,350円

訪問・相談
103,000円

（１事業所当たり）

・軽費老人ホームは、入所（３食提供）に含まれる。
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４ 予算額

(1) 障害者支援施設等 62,184千円

区分 事業所数 定員数 補助基準額 補助額

光熱水 入所 50事業所 999人 13,400円 13,386,600円

費等補 通所 164事業所 3,083人 9,300円 28,671,900円

助 訪問・相談 29事業所 103,000円 2,987,000円

食材料 入所（３食） １事業所 30人 10,100円 303,000円

費補助 入所（２食） 49事業所 969人 6,700円 6,492,300円

通所（１食） 164事業所 3,083人 3,350円 10,328,050円

計 62,168,850円

・口座振替手数料 15千円

(2) 老人福祉施設 234,540千円

ア 介護保険施設等 226,548千円

区分 事業所数 定員数 補助基準額 補助額

光熱水 入所 172事業所 6,693人 13,400円 89,686,200円

費等補 複合（入所） 237人 13,400円 3,175,800円

助 複合（通所）
27事業所

449人 9,300円 4,175,700円

通所 108事業所 2,352人 9,300円 21,873,600円

訪問 274事業所 103,000円 28,222,000円

食材料 入所（３食） 172事業所 6,693人 10,100円 67,599,300円

費補助 複合（入所） 237人 10,100円 2,393,700円

複合（通所）
27事業所

449人 3,350円 1,504,150円

通所（１食） 108事業所 2,352人 3,350円 7,879,200円

計 226,509,650円

・口座振替手数料 38千円

イ 軽費老人ホーム 7,992千円

区分 事業所数 定員数 補助基準額 補助額

光熱水費等補助 13,400円 4,556,000円

食材料費補助
９か所 340人

10,100円 3,434,000円

計 7,990,000円

・口座振替手数料 2千円

５ 財源

障害者支援施設等物価高騰対策事業費補助金（県） 31,083千円

介護保険施設等物価高騰対策事業費補助金（県） 117,249千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 148,392千円

※補助率 県1/2、市1/2

- 5 -


